
３－１ 国土・地域政策の変遷

国土形成計画

1960 1970 1980 1990 2000 2010

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ
62 69 77 87 98 08

工業再配置促進法

リゾート法
中部圏開発整備法

近畿圏工場等制限法

新産業都市法

工業整備特別地域法 農村工業導入法

テクノポリス法

頭脳立地法 新事業創出促進法 中小企業新事業活動促進法

近畿圏整備法

多極分散法

地方拠点法

都市再生法

構造改革特区法

地域再生法

広域地域活性化法

企業立地促進法

産業クラスター計画

→既成市街地における
工場等の新設拡張制限

→新産業都市の建設

→基盤整備による
工業開発

→農村地域への工業導入

→工業の地方への移転・
分散

→地方圏のハイテク製造業
立地促進

→地方圏のソフトウェア等
産業支援サービス業の立
地促進

→地方圏のオフィス機能の
立地促進（オフィスアルカ
ディア構想）

→地域の特性に即した特色
ある機能の集積促進
（振興拠点地域）

→東京圏における業務機能
の立地再編（業務核都市）

→三大都市圏も含めた新
事業のワンストップ支援
体制の整備

→中小企業支援関連法を統合、
業種を問わず新事業活動を
支援

地域産業集積活性化法

→産業空洞化の懸念対処、
既存産業集積の活性化

→都市機能の高度化

→地域の活性化、雇用機
会の創出等

→企業立地の促進による
産業集積の形成等

→広域的な民間活動を支
援するための基盤整備
支援

→地域経済を支え、世界に通用する新事業が展開
される産業クラスターの形成促進

テクノポリスは一時代を築いた法律である
と思うが…その構造は工場立地を促進す
ることにある。そして、工場立地で成長して
きた時代の有終の美を飾るようにテクノポ
リスはそれなりの成果と限界を見せた。
【井熊（2001)】

頭脳立地法やオフィスアルカディアがうまく
いかなかったことには共通した理由がある。
地域間の格差をなくせる、という幻想から
脱し切れなかったことだ。【井熊（2001)】

（知的ビジネスが成功するには）ハード面で
の整備を支援する従来型の政策はあまり役
に立たない。…今ある資源をいかに活かす
か、という方向にしか成功の見込みはない。
【井熊（2001)】

地域をミクロ的にみれば、特定業種の量産
工場の本格稼働によって急速に発展する
地域が各地に移動しながら点在している。
しかし地域をマクロ的に見れば、人口、とく
に知識労働者階層ほど首都圏へ流出し、
地方の研究開発能力や地場企業の国際
競争力の欠如という現実から脱却すること
はできなかった【山崎（2003)】

地域産業政策の目的は、その場（空間）をよ
り効率的な企業の生産活動の場…へ転換し
ていくことである。…グローバル立地展開が
進んでいる現代においては、条件不利地域
に企業を強制的に立地させるという施策は
有効に機能しない。【山崎（2003)】

民活法

→リサーチコア、ＦＡＺ計画

（九州では）すべての県でテクノポリスが指
定された結果…各県の競争的誘致活動に
よって、半導体工場は…（分散）立地して
いった。…産業集積というにはあまりにも
貧弱すぎるのである【山崎（2003)】

下河辺（1994)：下河辺淳「戦後国土計画への証言」、日本
経済評論社、1994

井熊（2001）：井熊均「都市再生プロジェクトを読む！」、オー
エス出版社、2001

山崎（2003)：山崎朗「地域産業政策としてのクラスター計
画」『日本の産業クラスター戦略』石倉洋子他、
有斐閣、2003

科学技術による地域活性化戦略（総合科学技術会議、
2008）

○多様性強化戦略
○グローバル拠点強化戦略

知識組替えの衝撃－現代産業構造の変化と本質－
（産業構造審議会新成長政策部会基本問題検討小
委員会、2008）

○中小企業も「グローバル企業」としての「第二の創
業」が必要な時代
○地域クラスターのオープン化
○コーディネータ人材の育成

地域イノベーション研究会報告書（地域イノベーション
研究会、2008）

○地域クラスター施策の更なる推進と成長
○大学を中核とした地域イノベーション拠点の形成
○地域の研究開発資源のオープン化
○地域イノベーションを担う産業支援人材の発掘・育
成・交流
○研究会発の成果が実証されるような取り組みのた
めの新たな対応（「スーパー・テクノイノベーション特区
（仮称）」など）

地域活性化のための企業立地促進に関するワーキ
ンググループ報告（2009）

○広域連携による企業誘致と産業集積の活性化
○集積企業の活性化
○外資系企業の誘致
○研究開発拠点の機能強化

規制改革の推進について（経済財政諮問会議、甘利
臨時議員提出資料、2009）

○ライフサイエンスなど先端産業分野での規制・制度
改革（スーパー特区的手法など）
○実証実験等を通じた規制・制度改革
○人材育成分野での規制・制度改革

高度成長期 安定成長期 バブル期 バブル崩壊→転換期→回復→金融危機

・所得倍増計画（1960） ・第１次オイルショック（73) ・プラザ合意(85) ・地方分権一括法(00)・京都議定書（97)
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各施策の分類

○○法
地域を指定してインフラ整備
を先行し、工場や研究機関等
を誘致する施策

○○法
特定地域のインフラ整備と切
り離して中小企業や特定産業
の集積・振興を支援する施策

○○法
国が手法を示すのではなく、
地域の発意による計画を認定
し、必要な支援を行う施策

○○法
大都市圏の秩序ある発展の
ため特定区域の開発抑制や
開発誘導等を図る施策

首都圏整備法

→首都への過度の産
業・人口の集中防止

56

首都圏工場等制限法

59 02

ＦＡＺ法

92 06

2005

最近の政府報告書等

（新産都市というのは）市場に任せたまま
で経済が動けば、地域格差が拡大すると
いうことを政治問題にしたということが出発
点です。…一言でいうと、日本の高度成長
期ぐらい地域格差が縮小したことは世界に
類例がないです。…（地方の）過剰人口が
全部都会へ流出したわけです。…人口の
流出値を高くしたことが格差是正の要因の
かなり大きな部分だと思うのです。【下河辺
（1994)】

法の制定年 法の廃止年
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